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財政のあらましは、市の財政事情を市民のみなさまにお伝えするもので、毎

年６月１日と 12 月１日の年２回公表しています（本号は新型コロナウイルス

感染症の拡大に伴い６月 30 日となりました）。 

本号では、主に令和２年度当初予算の概要と令和元年度下半期（令和元年

10 月１日から令和２年３月 31 日まで）の財政運営の状況についてお伝えしま

す。 
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１年間にどのような行政サービスにどのくらいお金を使うのかの見積りをまとめたものです。 

 

大阪市が支出する行政サービスには、例えば、次のようなものがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

「予算」とは、１年間（４月～翌年３月）における大阪市の“収入”と“支出”の見積りをま

とめたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「予算」は、市長が案を作成し、大阪市会（議会）で審議し、議決を経て、成立します。 

例年の予算成立までの大まかなスケジュールは、下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て支援 

支出の見積り 

見積り 

保健衛生 

 

 

 
学校などの教育 

  

 

道路・公園 

 

 

 

１年間にどのくらいの収入が入ってくるのかの見積りをまとめたものです。 

 

大阪市の収入には、例えば、次のようなものがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入の見積り 

見積り 

税 

市民税などの 

税金（市税） 

 

 

        

国や府から 

交付されるお金 

住民票 

証明書発行などの手数料 

 

 

 

 

 

 

市債（借金） 

よ  

  

大阪市の会計 

 

  

 
 

  

 

福 祉 

 第１ 大阪市の予算のしくみ 

（令和２年度の支出の見積りは、5・6 ページに記載しています。） 

秋頃～ 

予算案の作成 

2 月頃 2～3 月頃 

予算案の公表 大阪市会での 

審議・議決 

予算成立 

 

 

 

   

 
 

 

市長（市役所）の作業 

（令和２年度の収入の見積りは、4 ページに記載しています。） 

住宅使用料 
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大阪市には、目的に合わせて 14 の会計があります。全ての会計の総称を『全会計』と言いま

す。 

令和２年度の全会計予算は、総額 3 兆 4,487 億円となっています。なお、前年度と比べると、

1,242 億円減（▲3.5%）となっており、中小企業融資基金繰出金の減等に伴う一般会計の減など

により、２年連続の減となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

0 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆政令等特別会計について 
一般会計と別に、特定の収入（保険料や使用料など）を基本に事業を

行っている会計です。 

政令で設置が義務付けられているものなど、7 つの会計があります。 

 

会計名 
R２年度 

予算額 

R 元年度 

予算額 

政令等特別会計 

 

食肉市場事業会計 26 億円 20 億円)  

駐車場事業会計 27 億円 27 億円) 

母子父子寡婦福祉貸付資金会計 5 億円 6 億円) 

国民健康保険事業会計  2,922 億円 2,901 億円) 

心身障害者扶養共済事業会計 5 億円 5 億円) 

介護保険事業会計 2,877 億円 2,800 億円) 

後期高齢者医療事業会計 342 億円 329 億円) 

合  計 6,205 億円 6,089 億円) 

    

◆公債費会計について 

市債（借金をするための債券）の発行や借金の

返済を一括して行っている会計です。 

会計名 
R２年度 

予算額 

R 元年度 

予算額 

公債費会計 7,599 億円 8,151 億円 

 

 Ⅰ 全会計予算の状況 

◆一般会計について 

市税を主な収入とし、市の基本的な施策（福祉、子育て支援、学校などの教育、道路・公園、保健衛生など）を行ってい

る大阪市で１番大きな会計です。 

◆公営･準公営企業会計について 
水道、下水道事業など、民間企業のようにサービスを受ける方が

支払う料金収入を基本に事業を運営している会計です。 

公営・準公営企業会計には、２つの公営企業会計と３つの準公営

企業会計があります。 

 

会計名 
R２年度 

予算額 

R 元年度 

予算額 

公営企業会計 

 
水道事業会計 981 億円 1,009 億円 

工業用水道事業会計 25 億円 30 億円 

準公営企業会計 

 

中央卸売市場事業会計 131 億円 122 億円 

港営事業会計 229 億円 340 億円 

下水道事業会計 1,616 億円 1,633 億円 

合  計 2,983 億円 3,135 億円 

 

 第２ 令和２年度予算の概要 

＜主な政令指定都市の 

令和２年度の全会計予算＞ 

・横浜市 ：3 兆 6,060 億円 

・名古屋市：2 兆 7,481 億円 

・京都市 ：1 兆 6,845 億円 

・神戸市 ：1 兆 8,592 億円 

 

（ ）内は構成比 

一般会計 

1 兆 7,700 億円 

（51.3%） 

対前年度 

▲3.6％ 

【 総 額 】 

3 兆 4,487 億円 

［対前年度比］ 

▲3.5% 

政令等特別会計 

6,205 億円 

（18.0%） 

対前年度 

＋1.9% 

公営・準公営 

企業会計 

2,983 億円 

（8.7%） 
対前年度 

▲4.9% 

公債費会計 

7,599 億円 

（22.0%） 対前年度 

▲6.8% 
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用 語 説 明  
 
◆食肉市場事業会計 

  日常生活に必要な生鮮食料品等（肉類）の供給を行う事業の会計です。 

 

◆駐車場事業会計 

  大阪市立西横堀駐車場などの市立駐車場の管理運営を行う事業の会計です。 

 

◆母子父子寡婦福祉貸付資金会計 

  母子家庭や父子家庭、寡婦の経済的自立と生活の安定、こどもの福祉を図るために、無利子または低利子で各種 

資金の貸付を行う事業の会計です。 

 

◆国民健康保険事業会計 

  勤務先の健康保険やその他の医療保険に加入できないすべての人たちが、病気やケガで経済的負担にみまわれた 

とき、お互いに助け合い、負担を分かち合うため、日ごろから保険料を出し合って医療費を負担する制度である 

国民健康保険事業の会計です。 

なお、大阪府と府内 43 市町村が共同保険者となって事業運営しています。 

 

◆心身障害者扶養共済事業会計 

  障がいのある方を扶養している保護者が、自らの生存中に毎月一定の掛金を納めることにより、保護者に万一の 

こと（死亡・重度障がい）があったとき、障がいのある方に終身一定額の年金を支給する心身障がい者扶養共済 

事業の会計です。 

 

◆介護保険事業会計 

  40 歳以上の方が被保険者となって保険料を出し合って、高齢者の介護を社会全体でささえる制度である介護保 

険事業の会計です。 

 

◆後期高齢者医療事業会計 

  75 歳（一定の障がいがある人は 65 歳）以上の方が加入し、医療給付等を受ける後期高齢者医療制度において、

保険料を徴収し運営元である大阪府後期高齢者医療広域連合へ納付する後期高齢者医療事業の会計です。 

 

◆公営企業会計 

  地方公共団体が経営する企業のうち、地方公営企業法の全部が適用される企業の会計です。 

 

◆準公営企業会計 

  地方公共団体が経営する企業のうち、地方公営企業法の財務規定等の一部が適用される企業の会計です。 

 

◆水道事業会計 

  飲用水その他の浄水の供給を行う事業の会計です。 

 

◆工業用水道事業会計   

工業用水の供給を行う事業の会計です。 

 

◆中央卸売市場事業会計 

  日常生活に必要な生鮮食料品等（野菜・果実・水産物など）の供給を行う事業の会計です。 

 

◆港営事業会計 

  港湾施設の提供や、大阪港水域の埋立を行う事業の会計です。 

 

◆下水道事業会計 

  下水道を整備し、生活排水などの処理、環境の浄化を行う事業の会計です。 
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用 語 説 明 
 
◆国・府支出金 

国や大阪府から大阪市に交付されるお金のうち、使い道が決められているお金です。 

◆臨時財政対策債 

国が地方交付税で保障されるべきお金が足りない場合に、市が代わりに足りない分の借

入れを行うお金のことです。 

なお、借り入れたお金は後年度の地方交付税額の算定に反映されることとなっています。 

◆譲与税・交付金 

国や大阪府が集めた税金のうち、一定割合が配分されるお金です。 

◆地方交付税 

すべての地方公共団体が一定の行政サービスを提供できるように、所得税等の国税が一

定の割合等により国から配分されるお金です。 

◆通常収支不足 

補てん財源を除くと支出が収入を上回っている状態のことで、大阪市独自の指標です。

なお、補てん財源とは臨時的な収入で、不用地等売却代、財政調整基金のことを指して

います。 

◆財政調整基金 

不況による大幅な税収の減や災害の発生による予期しない経費の支出などに備えて積み

立てている貯金です。（令和 2 年度末残高（見込み）：1,491 億円） 

 

 

大阪市の収入には、「みなさんに納めていただく税金（市税）」のほか、下の図にあるような収

入があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 収入 

 

 

 

  

 
 

 

  大阪市役所 

税 
市民税などの 

税金（市税） 

 

 

        
国や府から 

交付されるお金 

住民票 

証明書発行などの 

手数料 

住宅使用料 

 

 

 

 

 

 

市債（借金） 

市債って何？ 
市債とは、たとえば大阪

市が学校や道路・公園など

を整備するのに必要なお

金の一部を、将来の世代に

も負担してもらうために

発行する債券のことです。 

市債の発行で得た収入

は市の借金となるので、将

来の返済額を考えながら

発行しています。 
 

 

 Ⅱ 一般会計の収入 

その他 

1,808 億円 

（10.2%） 
地方特例交付金 

31 億円 

（0.2%） 

【 収入の内訳 】 

1 兆 7,700 億円 

［対前年度比］ 

▲3.6% 

 

市債 

1,494 億円 

（8.4%） 

など 

補てん財源 

107 億円 

（0.6%） 

譲与税・交付金 

1,089 億円 

（6.2%） 

【市税の内訳】 

・個人市民税･･･2,118 億円 

・法人市民税･･･1,091 億円 

・固定資産税・都市計画税 

･･･3,635 億円 

・その他の税･････576 億円 

令和 2 年度の市税収入は、
税制改正や企業収益の減などに

よる法人市民税の減などから、

前年度と比べると、68 億円の

減収となる 7,420 億円と見

積もっています。 

 

【補てん財源の内訳】 

通常収支不足対応のため計上 

・不用地等売却代･････16 億円 

・財政調整基金･･･････91 億円   

市税 

7,420 億円 

（41.9%） 

地方交付税 

330 億円 

（1.9%） 

【その他の内訳】 

・使用料・手数料‥･･696 億円 

・繰入金(基金等)･････191 億円 

・諸収入など ･･････ 920 億円 

国・府支出金 

5,420 億円 

（30.6%） 
【市債の内訳】 

・道路整備などの市債･･･1,111 億円 

・臨時財政対策債･････････383 億円 
（ ）内は構成比 
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○性質別                                  

令和２年度の一般会計の予算額は、「行政施策経費」や「公債費」の減などから、4年ぶりの減

となる 1兆 7,700 億円と見積もっています。 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎義務的経費の推移  

高齢化等による扶助費の増や過去に発行した借金の返済のための公債費が高水準となっていることにより、非

常に大きな金額で推移しています。 

 

1,857 
2,898 2,907 3,013 3,004 

2,890 

2,981 2,929 2,568 2,255 

5,306 

5,428 5,527 5,864 5,956 

10,054 

11,307 11,363 11,445 11,215 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

H28 H29 H30 R元

予

R2

予

(億円)

(年度)

扶助費

公債費

人件費

人件費 

3,004 億円 

（17.0%） 

特別会計 

繰出金等 

2,017 億円 

（11.4%） 

 Ⅲ 一般会計の支出 

投資的経費 

2,196 億円 

（12.4%） 

用 語 説 明 
◆義務的経費 

支出が法令などで義務付けられている費用で

す。（人件費、扶助費、公債費の合計） 

◆人件費 

職員の給料や退職手当などの費用です。 

◆扶助費 

生活保護など、主に福祉・保健・医療に必要

な費用です。 

◆公債費 

借金の返済に必要な費用です。 

◆行政施策経費 

区民センターなど市民が利用する施設の管理

運営や事務などに必要な費用です。 

◆投資的経費 

区民センターなど市民が利用する施設や学

校・道路などの整備に必要な費用です。 
◆特別会計繰出金等 

一般会計から特別会計に対して、事業費の補

助などのために支出する費用です。 

【性 質 別】 

歳出の内訳 

1 兆 7,700 億円 

［対前年度比］ 

▲3.6 % 

義務的経費 

・人件費 

・生活保護費などの扶助費 

・借金の返済のための公債費 

の割合が全体の 6 割以上を占める見積りとなりました。 

扶助費 

5,956 億円 

（33.7%） 

公債費 

2,255 億円 

（12.7%） 

うち生活保護費は 2,741 億円となっており、

扶助費全体の 46.0%を占めています。 

行政施策経費 

2,272 億円 

（12.8%） 

（ ）内は構成比 
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⑪
大
学
の
運
営
な
ど
に 

＜大学費＞ 

約９千円（約６千円） 
・大学の運営        など 

 

⑫
議
会
の
運
営
な
ど
に 

＜議会費＞ 

約 1 千円（約 1 千円） 
・議会の運営        など 

 

＜港湾費＞ 

約 1 万６千円（約２千円） 
・港の整備、運営      など 

 

 

 

○目的別                                  

目的別の支出では、福祉や子育てなど、目的ごとにどれだけの費用が必要となるかが分かりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④
道
路
・
公
園
な
ど
に 

⑦
消
防
・
救
急
な
ど
に 

＜消防費＞ 

約 1 万 5 千円（約 1 万円） 
・消火、救助、救急活動 

・火災予防         など 

⑨
ご
み
の
収
集
な
ど
に 

＜環境費＞ 

約 1 万 3 千円（約７千円） 
・ごみの収集、焼却、埋立 

・環境対策         など 

⑥
市
営
住
宅
な
ど
に 

＜住宅費＞ 

約 2 万４千円（0 円） 
・市営住宅の建設、管理   など 

 

 

＜経済戦略費＞ 

約 1 万 6 千円（約 6 千円） 
・観光、産業経済 

・文化振興、スポーツ振興  など 

⑤
保
健
衛
生
な
ど
に 

＜健康費＞ 

約 2 万 2 千円（約 1 万円） 
・がん検診など健康の保持、増進事業 

・予防接種、公害補償    など 

⑮
そ
の
他 

＜その他＞ 

約7千円（約５千円） 
・基金への蓄積      など 

 

⑬
行
政
の
運
営
な
ど
に 

＜総務費＞ 

約 6 万 6 千円（約 4 万円） 
・庁舎の整備、修繕 

・区のまちづくり事業    など 

＜こども青少年費＞ 

約 8 万 1 千円（約 2 万 6 千円） 
・子育て支援 

・ひとり親家庭支援     など 

 

＜教育費＞ 

約 8 万 2 千円（約 5 万 2 千円） 
・学校や図書館の運営    など 

 

①
福
祉
な
ど
に 

＜福祉費＞ 

約20万6千円（約6万3千円） 
・高齢者や障がい者の保健福祉 
・生活保護         など 

＜土木費＞ 

約 8 万 6 千円（約 4 万 2 千円） 
・道路、橋梁の整備 

・公園、河川の整備    など 

④土木費 

1,442 億円 

（8.1%） 

 予算額 構成比 

⑤健康費 574 億円 3.2％ 

⑥住宅費 508 億円 2.9％ 

⑦消防費 405 億円 2.3％ 

⑧経済戦略費 364 億円 2.1％ 

⑨環境費 345 億円 2.0％ 

⑩港湾費 295 億円 1.7% 

⑪大学費 202 億円 1.1% 

⑫議会費 25 億円 0.1% 

 

①福祉費 

5,625 億円 

（31.8%） 

（ ）内は構成比 

⑮その他 

182 億円 

（1.0%） 

一般会計予算を市民ひとりあたりに置き換え

ると、約 64 万 5千円となります。 

市民ひとりあたりの「目的ごとの予算額」と

そのうち国からの補助などを除いた「市税で

の負担額」については、下の表をご覧くださ

い。 
※令和 2年 3月 1日現在の本市推計人口（2,744,379 人）

を用いて算定 

※市税での負担額については、（ ）内の金額 

⑬総務費 

1,116 億円 

（6.3%） 

③教育費 

2,151 億円 

（12.2%） 

⑭公債費 

2,255 億円 

（12.7%） 

②こども青少年費 

2,211 億円 

（12.5%） 

【 目的別 】 

支出の内訳 

1 兆 7,700 億円 

[対前年度比] 

▲3.6％ 

 

 

③
学
校
・
図
書
館 

な
ど
に 

 

⑧
観
光
・
産
業
経
済 

な
ど
に 

 

⑩
港
の
整
備
・
運
営 

な
ど
に 

 

BOOK
②
子
育
て
支
援
な
ど
に 

※ページ右上の円グラフのうち、

⑭公債費については、各目的別の

区分に含めて算定 
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「豊かな大阪の実現」に向けた令和２年度の主な事業を紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●都市魅力の向上   

  御堂筋の道路空間再編…4 億 7,700 万円 

  ・千日前通～道頓堀川区間における側道歩行者空間化の整備 

  新今宮エリアブランド向上事業…900 万円 
  ・民間事業者と連携し、「新今宮エリア」のさまざまな魅力 

を効果的に発信するためのプロモーション戦略を検討・ 

策定 

  超大型クルーズ客船の寄港に対応した岸壁改良 

  …3 億 7,500 万円 
  ・世界最大級（22 万総トン級）のクルーズ船の寄港に対応 

した天保山岸壁改良工事を実施 

  観光案内機能の強化…5,800 万円 
  ・来阪外国人観光客のニーズに対応するため、観光情報や災 

害時の情報発信等、多言語に対応した多機能型観光案内板 

の整備 

●夢洲におけるインフラ整備 
 

夢洲地区の土地造成・基盤整備事業 

…75 億 6,000 万円 
・国際博覧会開催、国際観光拠点形成、国際物流拠点の機能

強化に向けた夢洲地区の土地造成、基盤整備のための設

計・工事 
 

 

夢洲物流車両の交通円滑化に向けた検討調査 

…１,400 万円 
・夢洲物流車両の円滑な交通を確保するための対策を検討 

夢洲消防拠点整備事業…3,100 万円 
・夢洲地区における消防拠点施設整備のための調査・設計 

 
 

●循環共生型社会の形成 
 

「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」推進事業 

…4,000 万円 
・2050 年までに新たなプラスチックごみによる海洋汚

染をゼロとすることをめざす「大阪ブルー・オーシャ

ン・ビジョン」実現等のための計画策定、同計画に基

づくプラスチックごみの資源循環推進、取り組みの国

内外への発信 

●2025 年日本国際博覧会の推進 

 

国際博覧会推進事業…３億 2,500 万円 
・2025 年日本国際博覧会協会が行う会場建設に関する基本

設計等への費用負担、夢洲地区の埋立工事、パビリオン等

地元出展の検討・調査、開催に向けた機運醸成や海外プロ

モーション等を実施 
 

 

●IR を含む国際観光拠点の形成 
 

IR を含む国際観光拠点の形成に向けた立地推進事業 

  …1 億１,400 万円 
  ・IR の事業化に向けた取り組みや、IR 誘致に向けた理解促 

進など 

  依存症対策支援事業…800 万円 
  ・アルコール・薬物・ギャンブル等の３依存症者に対する 

相談支援など 

 
 

 

 ●スマートシティ戦略の推進 

 

スマートシティ戦略推進事業…1 億 2,600 万円 
  ・行政オンラインシステムの構築・運用やスマートモビリ 

ティ関連の調査 
 

 

  
●大阪城東部地区のまちづくり 
 

新大学キャンパス整備事業…5 億 2,400 万円 
・2022 年度の開学を予定する新大学のキャンパスと 

して、新たに 2025 年度の開設をめざす森之宮キャ 

ンパスを整備するための基本設計など 

大阪城東部地区のまちづくりにかかる検討調査 

…700 万円 
・森之宮キャンパス整備をふまえたまちづくりの実現に

向けた検討調査 

都市インフラの充実 

●高速道路ネットワークの充実 
 

淀川左岸線（2 期）事業…336 億 5,500 万円 
（令和元年度 2 月補正予算の繰越分 189 億 6,800 万

円を含む） 

・2026 年度末の完成をめざして、阪神高速神戸線～新

御堂筋区間におけるトンネル本体工事を推進 

 

  
防災力の強化 

●防災体制の更なる充実・震災対策の推進 
 

要配慮者利用施設の避難確保計画作成等促進事業 

…2,400 万円 
・浸水想定区域にある要配慮者利用施設（社会福祉施設、

医療施設、幼稚園等）における避難確保計画の作成に

対する支援 

災害時避難所の非常用電源の確保…４,８00 万円 
・災害時の避難所運営、情報収集・伝達に活用するスマ

ートフォン等の充電を目的とした非常用発電機の設置 

緊急交通路の無電柱化…４億 8,300 万円 
・都市防災機能の向上を目的とした緊急交通路（3 路線） 

の無電柱化のための整備工事など 

埋立地における浸水対策…2 億 8,700 万円 
・過去最大規模の台風（伊勢湾台風級）を想定した埋立

地の浸水対策工事など 

 Ⅳ 令和２年度予算で取り組む主な事業と施策 

大阪の成長戦略の実行 
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区の特性や地域の実情に即した施策を展開 

…278 億 9,500 万円 
・引き続き区長の権限と責任による区の特性や地域の実

情に即した総合的な施策を展開 

 

各区の特色ある施策の展開 

●質の高い学校教育を推進する仕組みづくり 
 

ブロック化による学校支援事業…４億３,６00 万円 
・小中学校を４つのブロックに分け、ブロック統括者のマネ

ジメントのもと、独自の課題に対応した、きめ細やかな支

援を実施 

学力向上推進事業…7,900 万円 
・専任チームが定期的に学力向上推進校（240 校）を訪問し、 

教員への指導助言等を実施 

学校教育 ICT 活用事業…7１億 1,200 万円 
・小学校 5・6 年及び中学校 1 年の全児童生徒に 1 人 1 台

環境を実現するため、学習者用端末を約 47,000 台整備 

スマートスクール次世代学校支援事業 

…3 億 6,100 万円 
・一人ひとりに合った指導の充実のため、児童生徒の学習面

や生活面等の情報を1つの画面に表示するシステムを構築 

外国からの児童生徒の受入れ・共生のための教育推進 

事業…1 億 7,400 万円 
・帰国・来日した児童生徒に対し、生活言語の習得から学習

言語の習得まで切れ目のない支援等を実施 
 

不登校児童生徒の支援のための適応指導教室の設置モ 

デル事業…３,500 万円 
・不登校児童生徒に対する学習の場として適応指導教室を設

置し、配置スタッフが継続的な学習支援を実施 

●こどもの貧困に対する取り組み 
 

大阪市こどもサポートネット事業…6 億 1,６00 万円 
・学校の「気づき」を区役所や地域等の支援につなぎ、子ど

もとその世帯を社会全体で支える仕組みを全区で実施 
 

 

●安心して子どもを生み、育てられるよう支援す

る仕組みの充実 
 

4 歳児訪問事業…１億１,300 万円 
・全ての 4 歳児を対象に保健師等が各家庭や幼稚園等を訪問

し、健康教育や子育て相談などを実施 

未就学児のお散歩時等における安全対策 

…6 億 3,500 万円 
・保育施設等のお散歩時に子どもの見守り等をする保育支援

者の配置補助や、防護柵設置等の交通安全施設整備を実施 

 
 

 

●児童虐待防止対策の充実 
  

産前・産後母子支援事業…1,500 万円 

・予期せぬ妊娠に悩む妊婦や若年妊婦等の専門相談や支援 

など 

SNS を活用した児童虐待防止相談事業 

…1,２00 万円 

・子育てに悩みのある親、子ども本人等が SNS で相談でき

る窓口の開設（令和 2 年度は 1 か月の試行実施） 

児童虐待防止関係機関連携強化事業…２00 万円 
・要支援家庭を把握しやすい精神科医療機関・保育施設等へ

の啓発と協力依頼、精神科医師や専門職による区役所職員

向けの研修など 

こども相談センター（鶴見区今津南）の設置 

…４00 万円 
・増加する児童虐待相談に対応するため、4 か所目の児童相

談所を設置するための詳細検討 

 

●待機児童を含む利用保留児童の解消に向け

た取り組み 
 

民間保育所等整備事業…60 億 6,000 万円 
・都心部における保育所等への賃借料の補助や、テナン

トビル等に保育所等を整備する場合の改修補助など 

保育人材の確保対策事業…28 億 8,100 万円 
・保育士の働き方改革を推進するための保育士を配置し

た施設への、配置に必要な人件費の補助など 

障がい児の受入れ強化…16 億 1,600 万円 
・特別支援保育担当保育士等の雇入費を補助 

・障がい児の受け入れに必要となる教材・環境備品購入

費を補助 

 

  
市民の暮らしを守る福祉等の向上 

●真に支援を必要とする人々のための施策 
  

オレンジサポーター地域活動促進事業 

…9,200 万円 
・各区の認知症強化型包括支援センターにコーディネー

ターを配置し、オレンジサポーターで構成されるチー

ムの立ち上げや地域活動を支援 

・認知症の人にやさしい企業等をオレンジパートナーと 

して登録・周知し、支援活動を促進 

重度障がい者就業支援事業…1 億 8,100 万円 
・重度障がい者の就労機会の拡大を図るため、日常生活

における支援を就業中にも実施 

犯罪被害者等の支援に関する条例にかかる各種支 

援事業…2,500 万円 
・被害発生初期段階における被害者等の状況に応じたア

ウトリーチ支援や、見舞金の支給、日常生活の支援な

ど 

子育て・教育環境の充実 
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大阪市は、将来世代に負担を先送りしないため、「補てん財源に依存」するのではなく、「収

入の範囲内で予算を組む」ことを原則とし、行財政改革を徹底的に行い、「通常収支（単年度）

の均衡」をめざすこととしています。 

次の「今後の財政収支概算（粗い試算）［2020(令和 2)年 3 月版］」は、そのために必要とな

る収支改善の目安を一定の前提により試算したものです。 

 

○「今後の財政収支概算（粗い試算）［2020(令和 2)年 3 月版］」                                    

前回の試算（2019（平成 31）年 2月版）と比較すると、試算の前提条件変更の影響を織り込

むなどした結果、試算期間を通じて通常収支不足が生じるなど、収支が大幅に悪化する見込み

です。特に、期間終盤では、高齢化の進展や障がい福祉サービス利用者の増加等に伴う扶助費

の増等により、通常収支不足が拡大する見込みとなっています。 

※ただし、この試算は不確定要素を多く含んでおり、相当の幅をもってみる必要があります。 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和 2年度予算では、補てん財源（不用地等売却代、財政調整基金）を活用することから、 

実際の収支不足は生じていません。 

※前提条件など、詳しくは大阪市ＨＰへ 
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-2-6-0-0-0-0-0-0.html 

  

＜通常収支とは？＞ 
補てん財源（不用地等売却代、財政調整基

金）を活用しない収支のことです。 

通
常
収
支 

通常収支の推移（一般会計） 

 第３ 大阪市の将来の収支見通し 

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-2-6-0-0-0-0-0-0.html
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○新型コロナウイルス感染症の影響と今後の財政収支概算（粗い試算）について                                    

今回の財政収支概算（粗い試算）は令和２年度当初予算時の情報をベースにして試算してい

るため、新型コロナウイルス感染症の影響を十分に反映できていません。 

今般の新型コロナウイルス感染症の拡大により、今後、市税等の大幅な減収や生活保護をは

じめとした社会保障関係経費の増大など、本市財政に深刻な影響が生じることが見込まれます。 

国や大阪府において講じられる各種の施策とともに、本市においてもこのような事態に対処

すべく、国に財源措置を求めつつ、不足が生じる場合は財政調整基金も活用しながら的確に取

り組んで行きますが、財政運営は当面の間、非常に厳しいものになると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来世代に負担を先送りしないため、引き続き市政改革に取り組み、全市的な優先順位

づけを行うなど、事業の選択と集中を進めるとともに、更なる自律的な改革を行うなど、

行財政改革を強力に推進していきます。 

 

市政改革の詳細をご覧になりたい方は大阪市 HP へ 
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3054-2-0-0-0-0-0-0-0-0.html 

 

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3054-2-0-0-0-0-0-0-0-0.html
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＜令和２年度予算 個人市民税と法人市民税の市税収入に占める割合 他都市比較＞ 

 

個人市民税 

法人市民税 

固定資産税・都市計画税 

その他の税 

 

＜大阪市＞   ＜横浜市＞   ＜名古屋市＞ 

個人市民税   2８%       49%      39％ 

法人市民税   15%       06%      10% 

 

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

名古屋市 横浜市 大阪市 指定都市 全国（市町村）

48.5% 47.1%

41.9% 41.2%
33.6%

 

 

 

 

 

○市税収入の推移                                    

最も基本的な収入である市税について、令和２年度予算では 7,420 億円となっており、 

・対前年度では、税制改正や企業収益の減などによる法人市民税の減が見込まれることなど

から、68 億円ダウン 

・また、近年、府費負担教職員制度の見直しに伴う税源移譲があったことも含め、 

増収傾向にあったものの、 

・平成８年度（市税収入のピーク）と比べると、356 億円ダウン 

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎大阪市の市税収入の特徴  

 

大阪市は、横浜市や名古屋市 

と比較すると、市税収入の総額 

に占める法人市民税の割合が高 

く、個人市民税の割合が低いこ 

とが特徴として挙げられます。 

 

 

 
収入に占める地方税の割合は、全国 

的に見ても 3 割程度と、地方税中心の 

収入構造とはなっていません。引き続  

き、他の指定都市と連携し、国に対し 

て、地方税財源の拡充強化に向けた要 

望を行っていきます。  

 

 

法人市民税の割合が高い 
 

全収入に占める市税収入の割合が低い 

 Ⅰ 収入の状況 

 第４ 大阪市の財政の現状 
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用 語 説 明 
 
◆個人市民税 

  大阪市に住んでいる人または事務所等がある人に対して課税される税金のことです。 

  所得金額が一定額以上あれば定額が課税される「均等割」と給料、年金や商売の利益など前年の所得金額に応じ 

て課税される「所得割」があり、大阪市に住んでいる人に対しては、「所得割」と「均等割」が課税されます。 

また、大阪市内に事務所等がある人で、その区内にお住まいでない人に対しては、「均等割」が課税されます。 
 
◆法人市民税 

  大阪市内にある法人（会社など）に対して課税される税金のことです。 

  資本金等の額と従業者の数に応じて課税される「均等割」と国の税金である法人税に応じて課税される「法人税 

割」があり、大阪市内に事務所等がある法人は「均等割」と「法人税割」が課税され、大阪市内に寮等のみを有 

する法人には「均等割」のみが課税されます。 
 
◆固定資産税 

  大阪市内に土地や建物、償却資産（事業に使う機械など）を持っている人、会社に対して課税される税金のこと 

です。 
 
◆都市計画税 

  市街化区域内（大阪市内のほぼ全域）に土地や建物を持っている人、会社に対して課税される税金のことです。 

  公園、下水道、街路などの整備費用に使われます。 
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○性質別の支出の推移                                    

令和２年度と市税収入がピークであった平成８年度を比較すると、「生活保護費などの扶助

費」については約 2.6 倍（そのうち生活保護費についても約 2.4 倍に増加）、「借金の返済のた

めの公債費」については約 2.1 倍に増加しています。 

人件費については、適切な人員マネジメントや給料カットなどにより抑制に努めています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎生活保護などの扶助費の推移 

扶助費は、増加し続けています。 

扶助費の約５割を占める生活保護 

費は、不正受給対策や就労支援など 

に取り組み 8 年連続の減少となって 

いるものの、高齢化の進展により非 

常に大きな金額で推移しており、財 

政全体を圧迫しています。 

 

 

 

◎公債費の推移 

学校や道路・公園などの整備のために  

活用してきた借金の返済である公債費は 

当面、非常に大きな金額で推移する見込 

みです。 

 

 

 

 

 

 Ⅱ 支出の状況 
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ます。 

 

 

 

○市債残高の推移                                    

事業の選択と集中により、市債の発行額を極力抑制しており、全会計ベースでは、平成 16

年度のピーク時から 16 年連続の減となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎公債償還基金の残高（借金返済のための積立の残高） 

将来の借金の返済に備え、ルールどおり 

確実に積み立てており、償還財源が確保さ 

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎なぜ、借金をするのか？ 

学校、道路、公園などの大きな公共施設は整備に 

多額の費用が必要であり、また、何十年にわたって 

利用するものとなります。 

 そのため、整備にかかる費用についても、公共施 

設を利用する現世代～将来世代の長期間にわたっ 

て公平に負担を求めるため市債（借金）を活用して 

います。 

（借金は概ね 30 年かけて返済するため、公平に 

負担することになります。） 

 

◎借金しすぎていないのか？ 

毎年、財政状況を示す指標を算定しています。この指標には「借金」に関するチェック項目もありますので、

次ページで説明させていただきます。 

※平成 29 年度末の自動車運送事業会計及び高速鉄道事業会計の廃止に伴い、29 年度に当該会計の市債残高が一般会計へ移行してい 

※平成 29 年度に、交通事業の民営化に伴う企業債の繰上償還額等（満期一括分）を積み立てています。

※平成 30 年度及び令和元年度に、各年度収支改善分の活用による阿倍野再開発事業に係る公債費負担 

 

の平準化分を積み立てています。 

。 

 Ⅲ 借金の状況 

 

 

   

   

   

「次々世代」で負担 

「次世代」で負担 

「現世代」で負担 

【学校校舎の市債（借金）を返済する場合のイメージ】 
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法律に基づき、財政状況を示す「健全化判断比率」と呼ばれる４つの指標を算定しています。 

平成 30 年度決算では４指標とも基準値を下回り健全でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30 年度決算の健全化判断比率の結果は、４指標ともに基準を下回っていますが、「今後の財

政収支概算（粗い試算）[2020（令和 2）年 3 月版]」では、試算期間を通じて通常収支不足が生じ

るなどの状況となっていることから、引き続き、行財政改革を推進していく必要があります。 

 

◎基準を超えてしまったら、どうなるのか？ 

＜早期健全化基準（黄信号）＞ 

基準を超えると、「財政健全化計画」を策定し、自主的かつ計画的に財政の健全化を図ることとなります。 

＜財政再生基準（赤信号）＞ 

基準を超えると、「財政再生計画」を策定することになり、国の管理の下、財政の健全化が厳しく求められ、大幅

な行政サービスの見直しなど市民生活に大きな影響を与えることになります。 

 

◎他都市との比較 

右図は、健全化判断比率の指標のうち、借金に関する 

チェック項目である「実質公債費比率」と「将来負担比 

率」を他都市と見比べた図となっており、左下に行けば 

行くほど、財政負担が軽い状態であることを表していま 

す。 

大阪市の財政負担の程度については、他の大規模な都 

市と比べて健全な状態です。 

 

 

 

  

将来負担比率（％） 

早期健全化基準 11.25％以上 

財政再生基準 20％以上 

－（黒字のため比率なし） 

早期健全化基準 16.25％以上 

財政再生基準 30％以上 

－（黒字のため比率なし） 

実 質 

赤字比率 

早期健全化基準 25％以上 

財政再生基準 35％以上 

一般会計等における

赤字の割合 

4.2% 

連結実質 

赤字比率 

全会計における 

赤字の割合 

 

早期健全化基準 400％以上 

財政再生基準 － 

46.4％ 

借金返済などの 

財政負担の割合 

将来負担すべき負債の

財政負担の割合 

 第５ 大阪市の財政状況（健全化判断比率） 

実質公債費比率（％） 

実 質 

公債費比率 

将 来 

負 担 比 率 

左の２指標は、借金に関する

チェック項目 
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用 語 説 明 

 
◆健全化判断比率 

  ４つの財政指標（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）の総称です。財政の早期健 

全化や再生の必要性を判断するものさしであるとともに、他団体と比較することなどで、財政状況を客観的に表す 

ことができます。 

 

◆財政再生基準 

  自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画的に財政の健全化を図るべき基準で、法律で定めら 

れています。 

  健全化判断比率のいずれかが財政再生基準以上の団体は「財政再生団体」となり、議会の議決を経て、「財政再生 

計画」を策定・公表しなければなりません。また、その実施状況を毎年度議会に報告し、公表することとなります。 

  なお、「財政再生計画」については、国と同意の協議を行うなど、国の関与による確実な再生をめざすことになり 

ます。 

 

◆早期健全化基準 

  自主的かつ計画的に財政の健全化を図るべき基準で、法律で定められています。 

  健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の団体は「財政健全化団体」となり、自主的な改善による財政健 

全化のため、議会の議決を経て、「財政健全化計画」を策定・公表しなければなりません。 

  また、その実施状況を毎年度議会に報告し、公表することとなります。 

 

◆実質赤字比率 

  一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率です。 

  早期健全化基準は 11.25％以上、財政再生基準は 20％以上となっています。 

 

◆連結実質赤字比率 

  全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率です。 

  早期健全化基準は 16.25％以上、財政再生基準は 30％以上となっています。 

 

◆実質公債費比率 

  一般会計等が負担する実質的な公債費（特別会計への繰出を含む）の標準財政規模を基本とした額に対する比率です。 

  早期健全化基準は 25％以上、財政再生基準は 35％以上となっています。 

  なお、18％以上となると、地方債の発行にあたり総務大臣の許可が必要となります。 

 

◆将来負担比率 

  特別会計・３セク等も含めて一般会計等が将来負担すべき実質的な負債総額の標準財政規模を基本とした額に対す 

る比率です。 

  早期健全化基準は 400％以上となっています。 

 

◆標準財政規模 

＝ 標準税収入額 ＋ 普通交付税額 ＋ 地方譲与税額等 ＋ 臨時財政対策債発行可能額 

  標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示す指標です。 

  規模が大きいからといって、一般財源に余裕があるというものではありません。 
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令和２年３月 31 日現在における一般会計及び政令等特別会計歳入歳出予算の執行状況は次の

とおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：百万円、％)

予 算 現 額 執 行 済 額 予 算 現 額 執 行 済 額

(A) (B) (C) (D)

一 般 会 計 1,889,225 1,561,925 83 1,889,225 1,279,267 68

食 肉 市 場 3,991 684 17 3,991 1,510 38

事 業 会 計

駐 車 場 2,799 2,102 75 2,799 616 22

事 業 会 計

母子父子寡婦福祉 627 735 117 627 198 32

貸 付 資 金 会 計

国 民 健 康 保 険 293,627 257,257 88 293,627 273,938 93

事 業 会 計

心 身 障 害 者 扶 養 508 412 81 508 504 99

共 済 事 業 会 計

介 護 保 険 283,934 228,721 81 283,934 249,413 88

事 業 会 計

後 期 高 齢 者 32,887 30,906 94 32,887 27,695 84

医 療 事 業 会 計

会 計 名

歳 入 歳 出

執 行 歩 合 執 行 歩 合

(B)/(A) (D)/(C)

(注) １． 

２． 

予算現額は前年度からの繰越額を含む。 

「執行歩合」は、円単位の「予算現額」と「執行済額」を用いて算出。 

 Ⅰ 歳入歳出予算執行状況 

 第６ 令和元年度下半期の財政運営の状況 
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令和２年３月 31日現在における本市の市有財産の現在高は次のとおりです。 

 

 

※数値は速報値のため、決算と異なる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

百万円　 ％

１． 公 有 財 産 14,157,783 92.7

土 地 11,303,684 74.0

建 物 1,064,919 7.0

工 作 物 840,467 5.5

動 産 3 0.0

物 権 999 0.0

無 体 財 産 権 1 0.0

有 価 証 券 683,321 4.5

出 資 に よ る 権 利 264,388 1.7

２． 物 品 10,320 0.1

３． 債 権 113,608 0.7

４． 基 金 988,763 6.5

15,270,473 100.0

構 成 比区 分

合 計

金 額

(注) １． 

２． 

３． 

 

４． 

公営企業会計及び準公営企業会計分を除く。 

「構成比」については、円単位の金額を用いて算出。 

金額については、平成 27 年４月１日から導入した新公会計制度における評価基準に基づい

て算出。 

有価証券の評価等は基準日を令和２年３月末時点とした数値を用いて算出。 

 Ⅱ 財産の状況 

新公会計制度って何？ 
 
 これまでの現金主義・単式簿記の会計ではストック情報やコスト情報などが欠如しており、そのデメリットを

補完するため、発生主義・複式簿記・日々仕訳の３要素を持つ新たな公会計制度を導入しました。 

（詳細はホームページをご覧ください http://www.city.osaka.lg.jp/kaikei/page/0000324052.html） 
 

http://www.city.osaka.lg.jp/kaikei/page/0000324052.html
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令和２年３月 31 日現在における本市の会計別の市債の現在高及び市民１人あたりの市債の現

在高は次のとおりです。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会 計 別

百万円 円 円

一 般 会 計 2,619,967 953,762 739,383

食 肉 市 場 事 業 会 計 401 146 113

駐 車 場 事 業 会 計 230 84 65

母子父子寡婦福祉貸付資金会計 2,109 768 595

合 計 2,622,708 954,759 740,157

現 在 高

市 民１ 人あ たり

現 在 高

（ 夜 間 人 口 ）

市 民１ 人あ たり

現 在 高

（ 昼 間 人 口 ）

(注) １． 

２． 

 

 

３． 

 

公営企業会計及び準公営企業会計分を除く。 

「市民１人あたり現在高」は、円単位の会計別現在高と、夜間人口については令和２年４月

１日現在の推計人口 2,746,983 人を、昼間人口については平成 27 年国勢調査 3,543,449 人を

用いて算出しています。 

昼間人口１人あたりの現在高については、本市の膨大な昼間流入人口や経済活動の集積など

に対処するため、早くから市債を活用して都市基盤と生活環境の整備を進めてきた背景があ

ることから、記載しています。 

 Ⅲ 市債の現在高 
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令和２年３月 31 日現在における、一時的な資金不足を補うために借り入れる一時借入金の残

高については、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 公営企業会計及び準公営企業会計分を除く。 

 Ⅳ 一時借入金の現在高 

用 語 説 明 
◆一時借入金 

  当該年度において現金が不足した場合、その不足を一時的に補うために、その年度内に償還する条件で借り入れ 

 る借入金のことです。 



 

- 21 - 

 

 

 

令和２年３月 31 日現在における、令和元年度下半期の債務負担行為となるべき契約等の締結

状況は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⅴ 債務負担行為の状況 

事 項 名 債 務 負 担 期 間

行政手続きのオンライ ン化 推進 事業 令 和 2 ～ 4 年 度 282,000
千円

258,192
千円

市 庁 舎 設 備 整 備 工 事 令 和 2 年 度 609,000 535,459

区役所附設会館等運営管理システム事業 令 和 2 ～ 7 年 度 115,000 93,471

税 務 事 務 シ ス テ ム 事 業 令 和 2 年 度 34,000 13,902

も と 住 吉 市 民 病 院 解 体 工 事 令 和 2 ～ 3 年 度 1,108,000 414,470

保 育 所 整 備 事 業 令 和 2 ～ 4 年 度 796,000 471,035

児 童 相 談 所 建 設 工 事 令 和 2 年 度 1,546,000 1,316,605

幼 稚 園 建 設 工 事 令 和 2 年 度 125,000 84,776

管 路 輸 送 施 設 代 替 設 備 整 備 工 事 令 和 2 ～ 3 年 度 2,193,000 1,765,700

2019年度プレミアム付商品券発行事業 令 和 2 年 度 62,000 61,988

道 路 築 造 工 事 令 和 2 年 度 2,585,000 1,996,562

橋 梁 改 修 工 事 令 和 2 年 度 1,082,000 838,849

河 川 改 修 工 事 令 和 2 年 度 1,466,000 541,728

公 園 電 気 設 備 改 修 工 事 令 和 2 年 度 54,000 48,268

公 園 樹 及 び 街 路 樹 保 全 工 事 令 和 2 年 度 149,000 114,150

住 区 基 幹 公 園 整 備 令 和 2 年 度 123,000 25,066

街 路 築 造 工 事 令 和 2 ～ 6 年 度 23,970,000 14,549,676

土地区画整理事業に伴う下水管渠築造
工事■■■■■■■■■■■■■■■

令 和 2 年 度 424,000 149,933

臨 港 緑 地 樹 木 保 全 工 事 令 和 2 年 度 13,000 11,706

臨 港 道 路 築 造 工 事 令 和 2 年 度 83,000 74,906

臨 港 橋 梁 改 修 工 事 令 和 2 年 度 368,000 257,893

港 湾 施 設 等 補 修 工 事 令 和 2 年 度 788,000 310,942

堤 防 耐 震 補 強 工 事 令 和 2 年 度 3,531,000 757,214

天 保 山 客 船 タ ー ミ ナ ル 整 備 事 業 令 和 2 ～ 33 年 度 3,507,000 3,504,768

市 営 住 宅 管 理 シ ス テ ム 事 業 令 和 2 ～ 4 年 度 56,000 6,328

議 決 限 度 額 契 約 金 額
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事 項 名 債 務 負 担 期 間

市 営 住 宅 建 設 工 事 令 和 2 ～ 4 年 度 16,116,000
千円

14,885,773
千円

市 営 住 宅 改 修 工 事 令 和 2 ～ 3 年 度 2,545,000 2,311,030

市 営 住 宅 解 体 工 事 令 和 2 年 度 1,293,000 67,528

新婚・子育て世帯向け分譲住宅購入融
資に対する利子補給■■■■■■■■

令 和 2 ～ 8 年 度 1,378,000 1,331,352

消 防 庁 舎 建 設 工 事 令 和 2 年 度 614,000 461,070

救 助 消 防 ヘ リ コ プ タ ー 整 備 令 和 2 年 度 2,482,000 2,197,800

消 防 情 報 シ ス テ ム 整 備 令 和 2 年 度 85,000 64,218

校 舎 建 設 工 事 令 和 2 ～ 4 年 度 23,043,000 18,733,895

市 民 学 習 セ ン タ ー 設 備 整 備 工 事 令 和 2 年 度 62,000 47,088

校 園 業 務 シ ス テ ム 整 備 令 和 2 年 度 490,000 489,177

教育情報ネットワーク基盤統合事業 令 和 2 ～ 8 年 度 8,036,000 7,420,668

災 害 時 避 難 所 設 備 整 備 工 事 令 和 2 年 度 27,000 23,702

消 防 自 動 車 整 備 令 和 2 年 度 406,000 402,523

議 決 限 度 額 契 約 金 額

(注) １． 

２． 

 

 

公営企業会計及び準公営企業会計分を除く。 

下記については、上半期の契約金額等を下半期に変更したもの。 

・行政手続きのオンライン化推進事業 

・市庁舎設備整備工事 

・保育所整備事業 

・公園樹及び街路樹保全工事 

・街路築造工事 

・臨港緑地樹木保全工事 

・市営住宅管理システム事業 

・市営住宅建設工事 

・新婚・子育て世帯向け分譲住宅購入融資に対する利子補給 

・救助消防ヘリコプター整備 

・消防情報システム整備 

・校園業務システム整備 

・教育情報ネットワーク基盤統合事業 

用 語 説 明 
◆債務負担行為 

予算は単一年度で完結するのが原則ですが、複数年度にまたがる事業の将来にわたる支払義務への対応として、 

あらかじめ後年度の債務を約束するため予算で内容を定めているものです。 
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令和２年度当初予算における市民の負担状況は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

百万円 百万円 円

162,925

市　税　収　入 うち個人市民税
個人市民税１人あたり

負　　担　　額

742,037 211,829

(注) 個人市民税１人あたり負担額は、千円単位の個人市民税の額と令和元年７月１日現在「市町村税課税

状況等の調」の納税義務者数（税を負担いただいている方）1,300,160 人を用いて算出。 

 Ⅵ 市民の負担状況 
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準公営企業及び公営企業の令和元年度下半期の業務状況について、「地方公営企業法第40条の２」

並びに「大阪市準公営企業及び公営企業各事業の設置等に関する条例※」に基づき、次ページから

記載しています。 

 

※ 次に掲げる条例の総称です。 

・大阪市中央卸売市場事業の設置等に関する条例 

・大阪市港営事業の設置等に関する条例 

・大阪市下水道事業の設置等に関する条例 

・大阪市水道事業及び工業用水道事業の設置等に関する条例 

 

○対象事業                                    
 

 事業名 事業概要 

準公営企業 

中央卸売市場事業 
日常生活に必要な生鮮食料品等（野菜・果実・水産物など）

の供給を行う事業です。 

港営事業 港湾施設の提供や、大阪港水域の埋立を行う事業です。 

下水道事業 
下水道を整備し、生活排水などの処理、環境の浄化を行う

事業です。 

公営企業 
水道事業 飲用水その他の浄水の供給を行う事業です。 

工業用水道事業 工業用水の供給を行う事業です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第７ 準公営企業及び公営企業の令和元年度下半期の業務状況 

用 語 説 明 
◆準公営企業 

  地方公共団体が経営する企業のうち、地方公営企業法の財務規定等一部が適用される企業のことです。 

◆公営企業 

  地方公共団体が経営する企業のうち、地方公営企業法の全部が適用される企業のことです。 

◆損益計算書 

  企業の収益の合計額から、営業費用等の経費を差引いて、最終的な利益・損失を表した財務諸表です。 

◆貸借対照表 

  道路、建物、現金などの資産をどれくらい保有していて、その資産を保有するために、どのように財源を調達し 

たかを表した財務諸表です。 
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１．概   況                                   

令和元年度下半期における経営収支は、収益が 34 億 7,900 万円、費用が 34 億 5,900 万円と

なり、差引 2,000 万円の剰余となりました。 

建設改良工事については、本場の塵芥処理設備改修工事や、東部市場の配送加工センター棟

屋上改修工事等を実施しました。 

 

２．損益計算書の要旨                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⅰ 中央卸売市場事業 

百万円

百万円

百万円

当 期 純 利 益

35,129当 年 度 未 処 理 欠 損 金

当 期 純 利 益 20

前 期 繰 越 欠 損 金 35,149

合　　　　　　計 3,479 合　　　　　　計

20

3,479

そ の 他 1,613

315

291うち一般会計補助金

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

456雑 収 益

1,951

686

施 設 使 用 料

2,793営 業 費 用

市 場 管 理 費 1,532

3,144 営 業 収 益

385売 上 高 割使 用料

至　令和２年３月31日

自　令和元年10月１日

百万円

科　　　　　　目 金　　　　　　額

費　　　　　　　　　　　　用 収　　　　　　　　　　　　益

百万円

科　　　　　　目 金　　　　　　額
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３．貸借対照表の要旨                           

 

 

 

４．企業債及び一時借入金の現在高                                   

（１）企業債の現在高（令和２年３月 31 日現在） 

 

（２）一時借入金の現在高（令和２年３月 31 日現在）          なし 

 

 

 

 

 

 

 

(注) １． 

２． 

有形固定資産の減価償却累計額   96,292 百万円 

繰延収益の収益化累計額      25,964 百万円 

 

繰 延 勘 定 3

合　　　　　　計 81,442 合　　　　　　計 81,442

欠 損 金 △       35,129 

(うち当年度純利益) (183)

剰 余 金 △       33,863 

資 本 剰 余 金 1,266

資 本 金 44,577

短 期 貸 付 金 9,600 繰 延 収 益 13,427

165

現 金 ・ 預 金 39

そ の 他

そ の 他 40

未 収 金 175

未 払 金 1,058

流 動 資 産 9,979 預 り 金 586

企 業 債 5,171投資その他の資産 1

そ の 他 8,495

134 流 動 負 債 6,855無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 71,325 企 業 債 49,915

建 物 45,621 そ の 他 3

土 地 17,209 引 当 金 528

百万円 百万円

固 定 資 産 71,459 固 定 負 債 50,446

(令和２年３月31日現在)

借　　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　　方

科　　　　　　目 金　　　　　　額 科　　　　　　目 金　　　　　　額

1,762 1,458 55,086

令和元年度上半期末企業債債額 起　　債　　額 償　　還　　額 現　　在　　高

百万円 百万円 百万円 百万円

54,782
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５．業務の状況                                   

（１）取扱数量及び取扱金額 

 

（２）建設改良工事の概況                       

建設改良工事の主なものは、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

比 率 比 率

トン トン トン ％ 百万円 百万円 百万円 ％

309,953 309,528 425 0.1 124,202 129,063 △ 4,861 △ 3.8

113,174 115,364 △ 2,190 △ 1.9 43,288 46,360 △ 3,072 △ 6.6

423,127 424,892 △ 1,765 △ 0.4 167,490 175,423 △ 7,933 △ 4.5

差 引

東 部 市 場

合 計

本 場

取 扱 金 額

当　 期 前年同期
区 分 差 引

増△減

取 扱 数 量

増△減
当　 期 前年同期

(注) 金額は、消費税及び地方消費税を含む。 

  

 

百万円

塵芥処理設備改修工事等

配送加工センター棟屋上改修工事等

金 額

106      

種 別

東 部 市 場 設 備 改 良

備 考

本 場 設 備 改 良 499      
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１．概   況                                   

令和元年度下半期における経営収支は、収益が 85 億 1,000 万円、費用は 102 億 7,200 万円

となり、差引 17億 6,200 万円の損失となりました。 

建設改良工事については、港湾施設提供事業では、上屋受変電設備改修工事等を実施しまし 

   た。 

また、大阪港埋立事業では、夢洲地区の埋立等を実施しました。 

 

２．損益計算書の要旨                           

 
  

百万円

百万円

百万円

大 阪 港 埋 立 事 業 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

港 湾 施 設 提供 事業 収益

大 阪 港 埋 立 事 業 収 益

特 別 利 益

(679)

3,513

2,972

上 屋 倉 庫 運 営 費 658

営 業 外 費 用 89

そ の 他

1,072

147,276当 年 度 未 処 理 欠 損 金

当 期 純 損 失 1,762

前 期 繰 越 欠 損 金 145,514

10,272

当 期 純 損 失

合　　　　　　計 10,272 合　　　　　　計

1,762

53

612 土 地 賃 貸料 収益

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

そ の 他 58 333

1,287一 般 管 理 費

そ の 他 営業 収益

営 業 費 用

土 地 売 却 原 価

4,767

3,147

2,715

289

21

2,045 土 地 売 却 収 益

営 業 収 益

2,280

営 業 外 収 益 318

上 屋 倉 庫 収 益

4,8195,687

自　令和元年10月１日

百万円

科　　　　　　目 金　　　　　　額

費　　　　　　　　　　　　用 収　　　　　　　　　　　　益

百万円

科　　　　　　目 金　　　　　　額

至　令和２年３月31日

2,301営 業 費 用

2,6191,072港 湾 施 設 提供 事業 費用

荷 役 機 械 運 営 費 36

983 営 業 収 益

荷 役 機 械 収 益

 Ⅱ 港営事業 
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３．貸借対照表の要旨                                   

 
(注) １． 有形固定資産の減価償却累計額  37,476 百万円 

２． 繰延収益の収益化累計額       739 百万円 

 

４．企業債及び一時借入金の現在高                                   

（１）企業債の現在高（令和２年３月 31 日現在） 

 

 

（２）一時借入金の現在高（令和２年３月 31 日現在）          なし 

 

  

257,468

繰 延 勘 定 1

合　　　　　　計 257,468 合　　　　　　計

(うち当年度純利益) (2,100)

664

欠 損 金  △ 147,276

短 期 貸 付 金 17,400

資 本 剰 余 金 4,188

流 動 資 産 20,957

資 本 金 244,415現 金 ・ 預 金 271

未 収 金 2,622

剰 余 金  △ 143,088

そ の 他

未 成 土 地 24,917

繰 延 収 益 67

そ の 他 1完 成 土 地 163,652

預 り 金 2,643

建 設 仮 勘 定 720 未 払 金 2,243

引 当 金 53投資その 他の 資産 12,406

前 受 金 102

土 地 造 成 勘 定 188,569

機 械 及 び 装 置 166 流 動 負 債 18,093

そ の 他 460 企 業 債 13,051

建 物 3,356 そ の 他 31,181

構 築 物 491

有 形 固 定 資 産 35,535 企 業 債 106,249

土 地 30,341 引 当 金 551

百万円 百万円

固 定 資 産 47,941 固 定 負 債 137,981

(令和２年３月31日現在)

借　　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　　方

科　　　　　　目 金　　　　　　額 科　　　　　　目 金　　　　　　額

起　　債　　額

119,300

現　　在　　高

百万円

償　　還　　額

百万円

令和元年度上半期末企業債債額

124,632

百万円

7,6652,333

百万円
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５．業務の状況                                   

（１）港湾施設運営の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）建設改良工事の概況 

建設改良工事の主なものは、次のとおりです。 

 

① 港湾施設提供事業 

 

 

 

 

 

② 大阪港埋立事業 

  

(注) 施設数及び面積は、各期末現在である。 

(注) 金額は、消費税及び地方消費税を含む。 

(注) 金額は、消費税及び地方消費税を含む。 

埋土工事等

埋立工事等

南港ポートタウン駐車場設備更新等

備　　　　　　　　　　　　考

夢 洲 地 区 埋 立

種　　　　　　　別 金　　　　　額

関 連 事 業

百万円

1,887

757

鶴 浜 地 区 埋 立 33

荷 役 機 械

貯 炭 場

荷 さ ば き 地

附 設 事 務 所 48 ヵ所 0 ヵ所 ―

上 屋 80 棟 81 棟 △ 1 棟 △ 1.2

48 ヵ所

％

2 基 2 基 0 基 ―

区　　　　　　　分 当　　　　　期 前　年　同　期

3,052 ㎡ 4,902 ㎡ △ 1,850 ㎡ △ 37.7

987,271 ㎡ 985,421 ㎡ 1,850 ㎡ 0.2

差　　　　　　　　引

増　 △   減 比       率

上屋受変電設備改修工事等

備　　　　　　　　　　　　考

上 屋 整 備

種　　　　　　　別 金　　　　　額

215

百万円
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百万円

百万円

百万円

百万円当年度未処分利益剰 余金 9,833

その他未処分利益剰 余金
変 動 額

4,875

当 期 純 利 益 2,942

前 期 繰 越 利 益 剰 余 金 2,015

合　　　　　　計 39,586 合　　　　　　計

2,942

経 常 利 益

39,586

(2,894)

49特 別 利 益

331う ち 一 般 会 計 補 助 金

2,676

419

8,507

そ の 他 営業 収益

23,429

営 業 外 収 益

7,611

営 業 収 益33,967

抽 水 所 費 1,089

そ の 他

31,030営 業 費 用

下 水 道 使 用 料 18,718

11,893一 般 会 計補 助金

当 期 純 利 益

至　令和２年３月31日

自　令和元年10月１日

百万円

科　　　　　　目 金　　　　　　額

費　　　　　　　　　　　　用 収　　　　　　　　　　　　益

百万円

科　　　　　　目 金　　　　　　額

管 渠 費 1,837

営 業 外 費 用

処 理 場 費

 

 

１．概   況                                   

令和元年度下半期における経営収支は、収益が 395 億 8,600 万円、費用が 366 億 4,300 万円

となり、差引 29億 4,200 万円の剰余となりました。 

建設改良工事については、引き続き、大隅～十八条下水道幹線をはじめとする幹線下水管渠

などの抜本的な浸水対策を推進しました。 

さらに、公共用水域の水質保全対策として、住之江下水処理場雨水滞水池をはじめとする合

流式下水道の改善や、海老江下水処理場の改築更新などを進めたほか、都市環境対策として、

下水処理場の環境整備を進めました。 

また、老朽化した施設の改築・更新を行いました。 

 

２．損益計算書の要旨                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⅲ 下水道事業 
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17,307

百万円

444,868445,146

百万円

起　　債　　額

百万円

現　　在　　高

百万円

17,586

令和元年度上半期末企業債債額 償　　還　　額

合　　　　　　計

(4,958)(うち当年度純利益)

223

1,170,929

618

3,638

63,401

5

剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他

機 械 及 び 装 置

資 本 剰 余 金

企 業 債

7,173

流 動 負 債

未 払 金

未 収 金

資 本 金

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

53,250

そ の 他

そ の 他

前 払 金

6,423

そ の 他

繰 延 勘 定

(令和２年３月31日現在)

固 定 資 産 1,106,023 固 定 負 債

百万円

金　　　　　　額 科　　　　　　目

654,436

金　　　　　　額

借　　　　　　　　　　　　方

科　　　　　　目

424,251

貸　　　　　　　　　　　　方

百万円

構 築 物 引 当 金 3,276

有 形 固 定 資 産 1,084,629

63,397

合　　　　　　計 1,170,929

企 業 債

394,695

14,971

短 期 貸 付 金

64,902

406,684

813

240,522

189,670 14,291

投資その他の資産 38,184

無 形 固 定 資 産

繰 延 収 益

24,401

225,185

9,833

53,568

３．貸借対照表の要旨                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．企業債及び一時借入金の現在高                                   

（１）企業債の現在高（令和２年３月 31 日現在） 

 

 

 

 

（２）一時借入金の現在高（令和２年３月 31 日現在）          なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注) １． 

２． 

有形固定資産の減価償却累計額   1,036,643 百万円 

繰延収益の収益化累計額       382,969 百万円 
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排 水 面 積 190,527,000 ㎡ 190,527,000 ㎡

処 理 面 積 190,527,000 ㎡

区　　　　　　　分 当　　　　　期

―0 ヵ所

比       率

0.042,175 ｍ4,961,152 ｍ 4,958,977 ｍ管 渠 延 長

差　　　　　　　　引
前　年　同　期

％

増　 △   減

58 ヵ所

ス ラ ッ ジ セ ン タ ー 1 ヵ所

58 ヵ所抽 水 所

下 水 処 理 場 12 ヵ所

0 ヵ所

―

―

0 ヵ所12 ヵ所

1 ヵ所

―

190,527,000 ㎡ 0 ㎡ ―

0 ㎡

513

414

1,883

百万円

大 隅 ～ 十 八条 幹線 下水 管渠 築造 工事 平成26年度からの継続工事(延長4.1km)

水処理施設整備等

雨水滞水池築造工事等

備　　　　　　　　　　　　考種　　　　　　　別 金　　　　　額

海 老 江 下 水 処 理 場 改 築 更 新 事 業

住之江下水処理場雨水滞水池築造工事

５．業務の状況                                   

（１）下水排水及び処理状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）建設改良工事の概況 

建設改良工事の主なものは、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 管渠延長、施設数及び面積は、各期末現在である。 

(注) 金額は、消費税及び地方消費税を含む。 
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１．概   況                                   

令和元年度下半期における経営収支は、収益が 337 億 1,800 万円、費用が 276 億 300 万円と

なり、差引 61億 1,500 万円の剰余となりました。 

建設改良工事については、安定給水確保のため信頼性の高い浄水施設の整備、配水管網の拡

充整備等を実施しました。 

なお、期末の給水世帯数は、163 万 5,726 世帯となり前年同期に比べ 1.2％の増加となって

います。 

 

２．損益計算書の要旨                                   

 

 

  

百万円

百万円

百万円

百万円

自　令和元年10月１日

百万円

科　　　　　　目 金　　　　　　額

費　　　　　　　　　　　　用 収　　　　　　　　　　　　益

百万円

科　　　　　　目 金　　　　　　額

30,291営 業 費 用

至　令和２年３月31日

浄 水 送 水 費 4,640

25,986

給 水 収 益

営 業 収 益

28,978

配 水 費 3,834

そ の 他 営業 収益

営 業 外 費 用

受 託 工 事 収 益

そ の 他 15,184

給 水 費 2,328

1,617

4

(4,294)

1,308

1,607営 業 外 収 益

1,821特 別 利 益

経 常 利 益

39,396当年度未処分利益剰 余金

当 期 純 利 益 6,115

前 期 繰 越 利 益 剰 余 金 9,872

33,718 合　　　　　　計

その他未処分利益剰 余金
変 動 額

23,410

33,718合　　　　　　計

6,115当 期 純 利 益

 Ⅳ 水道事業 
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３．貸借対照表の要旨                                   

 

 

 

４．企業債及び一時借入金の現在高                                   

（１）企業債の現在高（令和２年３月 31 日現在） 

 
 

（２）一時借入金の現在高（令和２年３月 31 日現在）          なし 

 

 

 

 

 

 

 

そ の 他

未 収 金

合　　　　　　計

機 械 及 び 装 置

そ の 他 1,695

建 設 仮 勘 定

繰 延 勘 定

無 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金

流 動 資 産

投資その 他の 資産

そ の 他

前 受 金12,404

695

10,045

3,021

貯 蔵 品

有 形 固 定 資 産 390,802

土 地

16,893

流 動 負 債

繰 延 収 益 31,919

238,716

557

9,250

60,686

53,715

預 り 金

1,473

3,309

資 本 金

20,652

科　　　　　　目

36,998

建 物

未 払 金

企 業 債

引 当 金

そ の 他

102,292

116,068

金　　　　　　額

構 築 物

5,505

322,877

12,427

1,348

企 業 債 14,765

13,539

26,535

(令和２年３月31日現在)

固 定 資 産 412,455 固 定 負 債

百万円

金　　　　　　額

借　　　　　　　　　　　　方

科　　　　　　目

貸　　　　　　　　　　　　方

百万円

利 益 剰 余 金

49,442

473,142

(うち当年度純利益)

39,396

3,254

(15,987)

剰 余 金

資 本 剰 余 金

473,142 合　　　　　　計

1

償　　還　　額 現　　在　　高

1,500 117,057125,249

百万円

9,691

令和元年度上半期末企業債債額 起　　債　　額

百万円 百万円百万円

 (注) １． 

２． 

有形固定資産等の減価償却累計額   425,364 百万円 

繰延収益の収益化累計額        31,576 百万円 



 

- 36 - 

 

５．業務の状況                                   

（１）給水の状況 

 

(注) １． 

２． 

 

給水世帯数は、各期末現在である。 

給水量には市外給水（豊中市、吹田市、大東市、東大阪市、松原市及び八尾市）分を含む。 

 

（２）建設改良工事の概況 

建設改良工事の主なものは、次のとおりです。 

 
(注) 金額は、消費税及び地方消費税を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ △

18,889 世帯 1.2

差　　　　　　　　引
前　年　同　期

％

増　 △   減 比       率

1,106,781 ㎥ 0.3

0.3201,434,200 ㎥ 527,300 ㎥

3,166 ㎥１ 日 平 均

給 水 量 201,961,500 ㎥

1,616,837 世帯

区　　　　　　　分 当　　　　　期

1,103,615 ㎥

給 水 世 帯 数 1,635,726 世帯

豊野浄水場設備改良等

配水管布設替、配水幹線改良等

その他設備改良

配 水 設 備 9,988

そ の 他 設 備

備　　　　　　　　　　　　考

444

7,670

改 良 工 事

浄 送 水 設 備

種　　　　　　　別

百万円

金　　　　　額
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１．概   況                                   

令和元年度下半期における経営収支は、収益が 7億 8,300 万円、費用が 7億 4,200 万円とな

り、差引 4,100 万円の剰余となりました。 

建設改良工事については、浄水施設の整備、配水幹線改良等を実施しました。 

 

２．損益計算書の要旨                                   

 

  

百万円

百万円

百万円

百万円

その他未処分利益剰 余金
変 動 額

114

776当年度未処分利益剰 余金

当 期 純 利 益 41

前 期 繰 越 利 益 剰 余 金 621

783合　　　　　　計 783 合　　　　　　計

当 期 純 利 益

25

41

特 別 損 失

8

(66)

46 122営 業 外 収 益

5301 そ の 他 営業 収益

給 水 収 益

営 業 収 益

浄 水 送 水 費

営 業 外 費 用

受 託 工 事 収 益

そ の 他

配 水 費 166

204

経 常 利 益

自　令和元年10月１日

百万円

科　　　　　　目 金　　　　　　額

費　　　　　　　　　　　　用 収　　　　　　　　　　　　益

百万円

科　　　　　　目 金　　　　　　額

648

至　令和２年３月31日

661671営 業 費 用

 Ⅴ 工業用水道事業 
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３．貸借対照表の要旨                                   

 

 

 

 

４．企業債及び一時借入金の現在高                                   

（１）企業債の現在高（令和２年３月 31 日現在） 

 
 

（２）一時借入金の現在高（令和２年３月 31 日現在）          なし 

 

 

 

  

486

337

149

企 業 債 109

そ の 他

13,312資 本 金

387

投資その 他の 資産 830

合　　　　　　計 20,958

(令和２年３月31日現在)

固 定 資 産 14,580

流 動 負 債

百万円

金　　　　　　額 科　　　　　　目

借　　　　　　　　　　　　方

科　　　　　　目

貸　　　　　　　　　　　　方

百万円

金　　　　　　額

531

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金土 地

15

21

有 形 固 定 資 産 13,750

未 払 金

前 受 金

そ の 他

3,524

2

1,302

8,681

建 物 42

構 築 物

機 械 及 び 装 置

利 益 剰 余 金

20,958

(309)(うち当年度純利益)

1,222

合　　　　　　計

未 収 金

200

135

6,378

建 設 仮 勘 定

91

現 金 ・ 預 金

2,925

資 本 剰 余 金 1,703

流 動 資 産

そ の 他

繰 延 収 益

剰 余 金

6,152

3,704

503

百万円

57－

百万円

令和元年度上半期末企業債債額 償　　還　　額起　　債　　額 現　　在　　高

百万円百万円

445

(注) １． 

２． 

有形固定資産の減価償却累計額   19,566 百万円 

繰延収益の収益化累計額       6,357 百万円 
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５．業務の状況                                   

（１）給水の状況 

 
(注) 給水社数及び給水工場数は、各期末現在である。 

 

（２）建設改良工事の概況 

建設改良工事の主なものは、次のとおりです。 

 
(注) 金額は、消費税及び地方消費税を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ △

給 水 社 数

１ 日 平 均

281 社

 63,860 ㎥

0 社

0.4

11,686,300 ㎥

－

286 ㎥ 64,146 ㎥

281 社

区　　　　　　　分 当　　　　　期

0.1

比       率

11,670 ㎥

前　年　同　期

％

増　 △   減

11,674,630 ㎥

差　　　　　　　　引

給 水 量

－343 工場  0 工場給 水 工 場 数 343 工場

東淀川浄水場設備改良等

配水幹線改良等配 水 設 備

改 良 工 事

備　　　　　　　　　　　　考

250

金　　　　　額

百万円

種　　　　　　　別

浄 送 水 設 備 38
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大阪市財政局では、本書のほか、予算や決算などの財政情報をホームページに多数掲載してい

ます。 

本書には掲載されていない情報もありますので、ぜひご覧ください。 

 

 

 

 

 

 第８ ホームページのご案内 

【財政・会計・公金支出】 

 

市の財政状況 

■大阪市予算の概要と財政の現状  

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-1-1-0-0-0-0-0-0.html 

■財政のあらまし      

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-1-2-0-0-0-0-0-0.html 

予算・予算編成過程 

■予算（令和２年度予算）    

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-2-９-0-0-0-0-0-0.html 

■予算（令和元年度予算）    

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-2-８-0-0-0-0-0-0.html 

■予算（過去の予算）       

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-2-4-0-0-0-0-0-0.html 

■予算（各局の予算）       

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-2-5-0-0-0-0-0-0.html 

■財政収支の今後の見通し     

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-2-6-0-0-0-0-0-0.html  

決  算 

■決算（一般会計・特別会計）    

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-3-1-0-0-0-0-0-0.html 

■決算（普通会計）         

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-3-2-0-0-0-0-0-0.html 

■決算カード           

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-3-4-0-0-0-0-0-0.html 

■健全化判断比率・資金不足比率  

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-3-5-0-0-0-0-0-0.html 

 

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-1-0-0-0-0-0-0-0.html 

 

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-2-0-0-0-0-0-0-0.html 

 

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-3-0-0-0-0-0-0-0.html 

 

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-0-0-0-0-0-0-0-0.html 

 

http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-1-1-0-0-0-0-0-0.html
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-1-2-0-0-0-0-0-0.html
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-2-4-0-0-0-0-0-0.html
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-2-5-0-0-0-0-0-0.html
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-2-6-0-0-0-0-0-0.html
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-3-1-0-0-0-0-0-0.html
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-3-2-0-0-0-0-0-0.html
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-3-4-0-0-0-0-0-0.html
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-3-5-0-0-0-0-0-0.html
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-1-0-0-0-0-0-0-0.html
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-2-0-0-0-0-0-0-0.html
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-3-0-0-0-0-0-0-0.html
http://www.city.osaka.lg.jp/shisei/category/3060-3-0-0-0-0-0-0-0-0.html


 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

                 

 
 

 

 

大阪市 

財政のあらまし（令和２年６月） 


